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子ども・若者・子育て支援等に係る実態調査について 

 
●変更内容の概要  
 
（１）第 2回会議における委員からのご意見 
・「子どもの生活に関する実態調査」における対象範囲の拡大（小学校低学年） 

・「子ども・若者調査」の対象者数の見直し（子どもの意見表明権の確保） 

・想定する回収率の明示 

 

 

（２）意見反映 
「子どもの生活に関する実態調査」と「子ども・若者調査」を一体的な調査とすることで、 

対象者数を拡大します。 

・「小学生」及び「中学生」は、全数調査に拡大 

・「高校生～２９歳」は、「子育て支援に関する調査」の同程度の信頼度となるように対象者数を拡大 

①子育て支援に関する調査  ①子育て支援に関する調査 

未就学児童の保護者※ 2,000人 未就学児童の保護者※ 2,000人 

就学児童の保護者※ 2,000人 就学児童の保護者※ 2,000人 

総 計 4,000人 総 計 4,000人 

②子どもの生活に関する実態調査 ②子ども・若者の生活等に関する実態調査 

小学５年生【全数】 約 1,500人 小学生【全数】 約 9,300人 

中学２年生【全数】 約 1,400人 中学生【全数】 約 4,700人 

上記の保護者【全数】 約 2,900人 高校生 ※ 1,500人 

総 計 5,800人 大学生～２９歳 ※ 3,700人 

③子ども・若者調査  小５・中２の保護者【全数】 約 2,900人 

小学生 ※ 2,000人 総 計 約 22,100人 

中学生～２９歳 ※ 2,000人   

総 計 4,000人 ※は住民基本台帳から無作為抽出 

 

 

（３）調査方法の概要 
対象者（数）の変更に合わせて実施方法を変更します。 

調査 対象者 回答方法 案内方法 調査票 
ID 

※¹ 

想定 

回収率 

子育て支援に 

関する調査 

未就学児童の保護者 ハイブリッド 

※² 
調査票／郵送 

資料２-１ 
無 

55.0% 

就学児童の保護者 資料２-２ 55.0% 

子ども・若者

の生活等に関

する実態調査 

小学生（低学年） 

Web 案内／学校配布 

資料２-３ 

無 70.0% 小学生（高学年） 
資料２-４ 

中学生 

高校生 
Web 案内／郵送 資料２-５ 有 

40.0% 

大学生～２９歳 40.0% 

小５・中２の保護者 Web 案内／学校配布 資料２-６ 無 40.0% 

※¹ IDの付与  ： 重複回答を防止するための措置で、個人を識別するものでありません 

※² ハイブリッド ： 郵送回答とインターネット回答の併用 

資料１ 
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●前回の調査概要   

 子育て支援に関するニーズ調査 子どもの生活に関する実態調査 

目    的 

「教育・保育」及び「地域子ども・子育て

支援事業」の量の見込みを算出するため

の調査 

子どもの生活状況等の実態把握並びに生

活困窮が子どもの健康や生活状況に与える

影響及びその要因の調査 

実 施 日 H３１年３月１５日 ～ ３月３１日 H２９年１０月１８日 ～ １１月１４日 

対 象 者 

・未就学児童の保護者  

・就学児童の保護者 

2,940人 

2,060人 

・小学５年生（公立特別支援学校含む） 

・中学２年生 

・上記の保護者 

1,458人 

1,413人 

2,871人 

調査方法 郵送によるアンケート調査 
学校配布・学校回収 

※保護者・特別支援学校は郵送回収 

回 収 率 ４８．２％（未就学：４８．８％  就学４７．６％） ７６．９％（子：９６．４％  保：５７．５％） 

調査内容 

・教育・保育の必要量 

・地域子ども・子育て支援事業の必要量 

・子どもの生活状況 

・健康状況 

・家庭の経済状況 

 

 

●今回の調査概要   

 子ども・若者・子育て支援等に係る実態調査 

概    要 

子育て世帯や若者の実情及び子育ち・子育て支援施策に対する意見や希望等を把握す

るとともに、「教育・保育」及び「地域子ども・子育て支援事業」の量の見込みを算出する

ための調査 

実 施 日 R６年３月上旬～下旬 

対 象 者 

①子育て支援に関する調査 ②子ども・若者の生活等に関する実態調査 

・未就学児童の保護者 

・就学児童の保護者 

2,000人 

2,000人 

・小学生【全数】 

・中学生【全数】 

・高校生 

・大学生～２９歳 

・小学５年生・中学２年生 

の保護者【全数】 

約 9,300人 

約 4,700人 

1,500人 

3,700人 

約 2,900人 

調査方法 

①子育て支援に関する調査 

調査票を郵送 ⇒ 郵送・インターネット回答併用 

②子ども・若者の生活等に関する実態調査 

小学生、中学生、保護者 ： 案内を学校配布 ⇒ インターネット回答のみ 

高校生、大学生～２９歳 ： 案内を郵送 ⇒ インターネット回答のみ 
 

調査内容 

①子育て支援に関する調査 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の必要量 

②子ども・若者の生活等に関する実態調査 

子どもの生活状況・健康状況・家庭の経済状況及び「こども大綱」に係る基礎調査 

 


